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1 日本高純度化学株式会社 1999/ 8 1999/11 4 ヶ月 化学 単独後合併
2 フリュー株式会社 2006/10 2007/ 4 7 ヶ月 機械 単独後合併
3 カドカワ株式会社（※ 1） 2014/10 2015/ 4 7 ヶ月 情報・通信業 経営統合後合併
4 オークマ株式会社 2005/10 2006/ 7 10 ヶ月 機械 経営統合後合併
5 株式会社やまびこ　 2008/12 2009/10 11 ヶ月 機械 経営統合後合併
6 ナブテスコ株式会社 2003/ 9 2004/10 1 年 2 ヶ月 機械 経営統合後合併
7 いちご株式会社 2008/ 3 2009/ 6 1 年 4 ヶ月 不動産業 単独後合併
8 株式会社パイロットコーポレーション 2002/ 1 2003/ 7 1 年 7 ヶ月 その他製品 経営統合後合併
9 株式会社フェリシモ 2002/ 8 2004/ 2 1 年 7 ヶ月 小売業 単独
10 雪印メグミルク株式会社 2009/10 2011/ 4 1 年 7 ヶ月 食料品 経営統合後合併
11 株式会社アダストリア 2013/ 9 2015/ 3 1 年 7 ヶ月 小売業 経営統合後合併
12 第一三共株式会社 2005/ 9 2007/ 4 1 年 8 ヶ月 医薬品 経営統合後合併
13 株式会社あらた 2002/ 4 2004/ 4 2 年 1 ヶ月 卸売業 経営統合後合併
14 双日株式会社 2003/ 4 2005/10 2 年 7 ヶ月 卸売業 経営統合後合併
15 国際石油開発帝石株式会社 2006/ 4 2008/10 2 年 7 ヶ月 鉱業 経営統合後合併
16 株式会社デジタルガレージ 2006/ 1 2008/10 2 年10 ヶ月 情報・通信業 単独後合併
17 株式会社JVCケンウッド　 2008/10 2011/ 8 2 年11 ヶ月 電気機器 経営統合後合併
18 株式会社メガチップス　 2004/ 4 2007/ 4 3 年 1 ヶ月 電気機器 単独後合併
19 特種東海製紙株式会社 2007/ 4 2010/ 4 3 年 1 ヶ月 パルプ・紙 経営統合後合併
20 株式会社TSIホールディングス 2011/ 6 2014/ 9 3 年 4 ヶ月 繊維製品 経営統合後合併































23 日本航空株式会社 2002/10 2006/10 4 年 1 ヶ月 空運業 経営統合後合併
24 アルテック株式会社 2003/12 2008/ 3 4 年 4 ヶ月 卸売業 単独後合併
25 GCA株式会社 2007/ 9 2012/12 5 年 4 ヶ月 サービス業 単独後経営統合後合併
26 東邦ホールディングス株式会社 2009/ 4 2015/ 6 6 年 3 ヶ月 卸売業
単独後組織変更で事
業持株会社化（※ 2）
27 パーク24株式会社 2011/ 5 2018/ 1 6 年 9 ヶ月 不動産業 単独後合併
28 富士電機株式会社 2003/10 2011/ 4 7 年 7 ヶ月 電気機器 単独後合併
29 株式会社紀陽銀行 2006/ 2 2013/10 7 年 9 ヶ月 銀行業 経営統合後合併
30 コクヨ株式会社 2004/10 2012/ 7 7 年10 ヶ月 その他製品 単独後合併
31 TIS株式会社 2008/ 4 2016/ 7 8 年 4 ヶ月 情報・通信業 経営統合後合併
32 株式会社エディオン 2002/ 3 2010/10 8 年 8 ヶ月 小売業 経営統合後合併
33 三協立山株式会社 2003/12 2012/12 9 年 1 ヶ月 金属製品 経営統合後合併
34 シチズン時計株式会社 2007/ 4 2016/ 7 9 年 4 ヶ月 精密機器 単独後合併
35 帝人株式会社 2003/ 4 2012/10 9 年 7 ヶ月 繊維製品 単独後合併
36 ワタミ株式会社 2006/ 2 2015/12 9 年11 ヶ月 小売業 単独後合併
37 コニカミノルタ株式会社 2003/ 4 2013/ 4 10年 1 ヶ月 電気機器 経営統合後合併
38 株式会社マルハニチロ 2004/ 4（※3） 2014/ 4 10年 1 ヶ月 水産・農林業 単独後経営統合後合併
39 富士石油株式会社 2003/ 1 2013/10 10年10 ヶ月 石油・石炭製品 経営統合後合併
40 株式会社北洋銀行 2001/ 4 2012/10 11年 7 ヶ月 銀行業 経営統合後合併
41 日本製紙株式会社 2001/ 3 2013/ 4 12年 2 ヶ月 パルプ・紙 経営統合後合併
42 旭化成株式会社 2003/10 2016/ 4 12年 7 ヶ月 化学 単独後合併
43 エイベックス株式会社 2004/10 2017/11 13年 2 ヶ月 その他製品 単独後合併











































































企 業 家 組 織 直接的監督 比較的小規模，創業者などが直接監督
機 械 組 織 作業プロセスの標準化 組織規模拡大，ルーティン化，システム的管理
専門職業組織 スキルの標準化 仕事に関するスキルのみ学習させ，自由裁量拡大
多 角 化 組 織 アウトプットの標準化 製品品質標準化と売上・利益目標設定
革 新 的 組 織 相互調整 ダイナミックで複雑な環境で協力しあう























































































































で節税効果。」『日本経済新聞』朝刊，2002年 5 月 5 日）などの効果を狙って同制度を導入する動きが見られた。実際，
NTTにおいては，2003年 3 月期以降の 5 年間で最大3,800億円の法人税などの節税効果があるとの試算が出ている
（「NTT，連結納税効果3,800億円──現金収支大きく改善。」『日経金融新聞』2002年 8 月27日）。しかし，連結納税













ては，株価高騰（1998年 9 月の日経平均株価は，1 万3,979円だったが，2000年 3 月期には 2 万30円に上昇している）
による個人投資家の手数料収入の拡大や投資信託の販売好調によるものであり，必ずしも純粋持株会社化によるも
のではない（「前 3 月期，証券・バブル後最高益──相場活況，相次ぎ増配。」『日本経済新聞』朝刊，2000年 4 月29日，
「大手証券，前期，一斉に増配へ──収益はバブル後最高に。」『日本経済新聞』朝刊，2000年 4 月 5 日，「大和証券グ
ループ本社，連結経常益900億円超，9 月中間──投信販売など好調。」『日本経済新聞』朝刊，1999年11月 6 日）。
 それを示唆するものとして，2001年 3 月期には645億5,500万円の当期純利益を確保したものの，2002年 3 月期，
1,305億4,700万円，2003年 3 月期，63億2,200万円の当期純損失をそれぞれ計上し，2004年 3 月期には426億3,700
万円の当期純利益を計上しており，これは，ほぼ日経平均株価の状況にリンクしている（2000年 4 月の日経平均株
価は 3 万327円，その後，2001年 3 月には 1 万2,811円，2002年 3 月には 1 万641円，2003年 3 月には8,379円にま
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「NTTが連結納税，地域会社赤字で節税効果。」『日本経済新聞』朝刊，2002年 5 月 5 日。
「NTT，連結納税効果3800億円──現金収支大きく改善。」『日経金融新聞』2002年 8 月27日。
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「大橋洋治（28）HD制移行──持ち株会社の使命とは，旭日大綬章に感じた「皆の力」（私の履歴書）」『日本経済新聞』朝刊，
2017年 4 月29日。
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「試練のヨーカ堂，持ち株会社，来月発足──コンビニ軸に体質転換。」『日本経済新聞』朝刊，2005年 8 月26日。
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